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（総合計画体系）

・

・

◇政策の概要

◇政策のコスト（千円）
予算
決算

人件費（A）
報酬（B）
年間経費(予算又は決算+A+B)

◇政策の指標

◇平成30年度の政策評価（政策の概要）

◇平成30年度の政策評価（政策の進捗・課題）

◇関連するSDGsのゴール
①貧困 ⑪都市 ⑬気候変動

警防課 猪又　正次 令和 元 7 1

政策シート （政策名） 通信・指令体制、救急体制、航空消防体制、消火・救助体制の充実強化

令和元年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

003110000

R1

30
30
1550

100

（予算費目名） 警防業務費

「分野」 安全・安心・快適

30年後の姿 どこでも安全、いつまでも安心、持続可能で快適なまちになっている。

複雑・多様化している災害等に対して、迅速に対応できる消防防災体制を構築する。

R1

10年後の目標 災害、犯罪、事故などの危険から、自分の命と財産を自分で守る意識を身に付けている。

居住エリアの集約化などが進み、コンパクトなまちづくりが進んでいる。

◆基本政策 いつでも、どこでも、迅速的確に対応する消防・救急体制づくり

H30H29H28H27

506,260

95,900

544,397

90,500

411,081 689,105

88,90087,700

複雑・多様化している災害等に対して、迅速に対応できる消防防災体制を構築するという政策実現の一翼を
担った。

＜進捗＞ 計画通り
多様化する災害に対応するため全国規模で実施された緊急消防援助隊訓練をはじめ7,431回の訓練を実施し、
職員のスキルアップを計画的に行った。
地震対策としての消防水利について耐震性貯水槽4基、防火井戸6基を計画のとおり設置した。
複雑化する災害に対応するべくはしご付消防ポンプ自動車1台、水槽付消防ポンプ自動車2台を更新した。
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整備計画に対する地震対策消防水利設置基数

（累計：基）

訓練計画に対する実施回数（単年:回）

政策指標
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03 05 04 01 年 月 日

◇政策実現のために実施する事業一覧

※人工単価（千円）正規7,000 再任用(h31)3,600 再任用(h26)2,600 非常勤2,800

報酬
（千円）

正規
再任用
(31h)

再任用
(26h) 非常勤

令和元年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

003110000 警防課 猪又　正次 令和 元 7 1

14,137 2,937 1.6

事業名
総
合
戦
略

重
点
戦
略

主
要
事
業

完
了

コスト
（千円）

事業費
（千円）

人工

337,068 1.7

2
消防防災施設等維持管理事

業
○ 191,515 172,615 1.3 2.0 1.0

1 消防訓練事業

4 地震対策消防水利整備事業 80,973 70,473 1.5

3 消防防災施設等整備事業 ○ 348,968

6 国際イベント警備支援事業 16,032 15,332 0.1

5 警防業務運営経費 37,480 1,780 5.1
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7
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16
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20

19

21
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23

計 689,105 600,205 11.3 2.0 1.0

24

25



03 05 04 01 01 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト

◇SDGsとの関連
・関連するゴール

・事業とゴールの関連性

ゴールターゲットゴール ターゲット
1.5①貧困 ⑩不平等○

11.5⑪都市 ○②飢餓

13.1○

⑮陸上資源
⑭海洋資源
⑬気候変動
⑫生産・消費

⑯平和
⑰実施手段

⑥水・衛生
⑦エネルギー
⑧成長・雇用

③保健

⑤ジェンダー
④教育

⑨イノベーション

各種訓練等を実施することで、消防力の強化を図り、災害による被害を軽減する。

事業シート （事業名） 消防訓練事業

令和元年度
（管理番号） （担当課）

1
（責任者）

- 一般会計 自治事務（法令義務） 消防組織法第1条・第44条 －

（基準日）

重点
戦略

主要
事業

・あらゆる災害に対応するため、訓練施設等を活用し消防技術の向上を図る。
・各種の合同訓練に参加し、大規模災害時における関係機関との連携強化を図る。

003110000 警防課 猪又　正次 令和 元 7

・訓練施設等を活用した災害の想定訓練を行い、消防活動技術を習得する。
・静岡県消防救助技術大会及び消防救助技術関東地区指導会等に参加し、訓練成果を確認する。
・緊急消防援助隊全国ブロック、関東ブロック及び中部ブロック合同訓練に参加し、災害への対応能力の強化及
び関係機関との連携強化を図る。
・各種の専門的な研修に参加し、危機管理対策を含めた、防災知識及び消防活動技術の向上を図る。

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分 根拠法令等
総合
戦略

事業費(千円) 予算
決算

－ －

H27

S46

一般財源
一般会計繰入金

その他

国・県支出
市債

3,446

3,455

R1
3,700 4,059 4,720 3,022 2,937

H28 H29

人工

正規
再任用(h31)

2.0

人件費(報酬等) (千円)
人件費　(千円)

非常勤
再任用(h26)

H30

3,910 4,562 3,007

9 6 15 6

14,000 14,000 9,100 9,100 11,200

3,904 4,547 3,001 2,937

1.3 1.3 1.62.0



03 05 04 01 01 年 月 日

◇事業の指標（R1：総合戦略最終年度、R4：重点戦略最終年度、R6：基本計画最終年度）

◇平成30年度の事業評価

・平成30年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

目標値

実績値

H27～H30

年度 H27 H28 H29 H30 R1 R4 R6
目標値

実績値

指標の達成度

計画通り

・訓練施設等を活用した災害の想定訓練等を7,431回行い、消防活動に必要な技術を習得するよう努め、各隊及
び各職員の技術力向上を図った。
・救助隊員及び使役等を含め、静岡県消防救助技術大会（陸上の部：42人、水上の部：20人）、消防救助技術関
東地区指導会（13人）に参加した。
・緊急消防援助隊関東ブロック合同訓練（11人）、中部ブロック合同訓練（101人）に参加し、災害への対応能力の
強化及び関係機関との連携強化を図った。

実績値

重点戦略項目No
H27～H30 R1～R4

R1～R4H27～H30
重点戦略項目No

8,000

訓練計画に対する実施回数（単年:回）

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系

総合戦略施策体系

-

8,000
H27

実績値

年度 H27 H28 H29 H30 R1

実績値

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系
重点戦略項目No

H27～H30 R1～R4

R4 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系
重点戦略項目No

目標値

H27～H30 R1～R4

年度

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

8,000
8,462 7,956 7,431
8,000 8,000 8,000

R1年度 H27 H28 H29 R4

H27

8,000
7,801

目標値

（担当課） （責任者） （基準日）

7 1

R6

総合戦略施策体系
R1～R4

重点戦略項目No

R6H30

目標値

年度

H28 H29 H30 R1 R4

・訓練施設等を活用した災害の想定訓練を行い、消防活動技術を習得した。
・静岡県消防救助技術大会及び消防救助技術関東地区指導会等に参加し、訓練成果を確認した。
・緊急消防援助隊関東ブロック、中部ブロック及び静岡県合同訓練に参加し、災害への対応能力の強化及び関
係機関との連携強化を図った。
・各種の専門的な研修に参加し、危機管理対策を含めた、防災知識及び消防活動技術の向上を図った。

R6

003110000 警防課 猪又　正次 令和 元

H28 H29 H30 R1 R4

令和元年度
（管理番号）



・ 事業の見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

小項目 -大項目 現状

・既存の訓練施設及び過去の災害による教訓等を最大限に利活用した訓練を実施し、災害対応能力の向上を
図った。

大項目 現状

事業費 現状 人工 現状

小項目 事業費 現状 人工 現状

・既存の訓練施設及び解体予定施設等を有効活用し、職員間でアイディアを出し合いながら想定される災害に対
応する訓練を引き続き行う。
・関東ブロック及び中部ブロック及び県内で実施される緊急消防援助隊などの合同訓練に、今後も積極的に参加
し、関係機関との連携強化を図る。



03 05 04 01 02 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト

◇SDGsとの関連
・関連するゴール

・事業とゴールの関連性

7 1

事業シート （事業名） 消防防災施設等維持管理事業

令和元年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

003110000 警防課 猪又　正次 令和 元

消防車両、消防用資機材及び消防水利の維持管理を行い、災害への即応体制を確保する。

○消防車両維持管理事業
・消防車両に車検、点検及び修理を行い、常に良好な状態を保つ。
・消防車両を調査し、機能状態を把握する。
・消防車両の消耗品を購入し、適正な維持管理を行う。
○消防用資機材維持管理事業
・消防用資機材の法定点検及び修理を行い、常に良好な状態を保つ。
・消防用資機材を調査して機能状態を把握し、常に良好な状態を保つ。
・消防用資機材の消耗品を購入し、適正な維持管理を行う。
○消防水利維持管理事業
・消防水利の修繕を行い、常に良好な状態を保つ。
・民地内にある消防水利の土地賃貸借契約を行う。

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分 根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

主要
事業

－ ○

H27 H28 H29 H30 R1

S23 - 一般会計 自治事務（法令義務）
消防組織法第1条、消防法第
20条、道路運送車両法

－

172,615
決算 112,224 101,449 97,374 110,965事業費(千円) 予算 116,344 103,201 98,401 111,993

市債
国・県支出

その他 10,411 10,575 8,677

一般会計繰入金

8,382 8,167
一般財源 101,813 90,874 88,697 102,583 164,448

人件費　(千円) 32,400 32,400 20,500 18,900 18,900
人件費(報酬等) (千円)

人工

正規 3.0 3.0 1.3 1.3

再任用(h26) 3.0 3.0 3.0 1.0 1.0
非常勤

1.3
再任用(h31) 1.0 1.0 1.0 2.0 2.0

②飢餓 ⑪都市 ○ 11.5

ゴール ターゲット ゴール ターゲット
①貧困 ⑩不平等

④教育 ⑬気候変動
③保健 ⑫生産・消費

⑥水・衛生 ⑮陸上資源
⑤ジェンダー ⑭海洋資源

⑧成長・雇用 ⑰実施手段
⑦エネルギー ⑯平和

⑨イノベーション

消防防災施設等を適正に維持管理することで、災害への即応体制を確保し、災害による被害を軽減する。



03 05 04 01 02 年 月 日

◇事業の指標（R1：総合戦略最終年度、R4：重点戦略最終年度、R6：基本計画最終年度）

◇平成30年度の事業評価

・平成30年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

警防課 猪又　正次 令和 元 7 1令和元年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

003110000

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系
重点戦略項目No

H27～H30 R1～R4
活動に影響を及ぼす状態となっている消防車両の故障の修繕率（％） -

R4 R6
目標値 100 100 100 100 100 100 100
年度 H27 H28 H29 H30 R1

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系
重点戦略項目No

H27～H30 R1～R4

実績値 100 100 100 98.5

活動に影響を及ぼす状態となっている消防水利の修繕率（％）
年度 H27 H28 H29 H30 R1 R4 R6
目標値 100 100 100 100 100 100 100

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系
重点戦略項目No

H27～H30 R1～R4

実績値 67 67 72 71

消防用資機材の修繕率（％）
年度 H27 H28 H29 H30 R1 R4 R6
目標値 100 100 100 100 100 100 100

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系
重点戦略項目No

H27～H30 R1～R4

実績値 95 86 90 91

年度 H27 H28 H29 H30 R1 R4 R6
目標値

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系
重点戦略項目No

H27～H30 R1～R4

実績値

年度 H27 H28 H29 H30 R1 R4 R6
目標値

実績値

○消防車両維持管理事業
・消防車両に車検、点検及び修理を行い、常に良好な状態を維持した。
・消防車両を調査し、機能状態を把握した。
・消防車両の消耗品を購入し、適正な維持管理を行った。
○消防用資機材維持管理事業
・消防用資機材の法定点検及び修理を行い、常に良好な状態を保った。
・消防用資機材を調査して機能状態を把握し、常に良好な状態を保った。
・消防用資機材の消耗品を購入し、適正な維持管理を行った。
○消防水利維持管理事業
・消防水利の修繕を行い、常に良好な状態を保った。
・民地内にある消防水利の土地賃貸借契約を行った。

指標の達成度

計画通り

・消防車両の機能状態を把握するように努め、故障等により消防活動に著しく影響を及ぼす又は及ぼす恐れが
ある状態となった車両の修理等を67件行い、車両を良好な状態で保持した。
・消防・救助活動に影響を及ぼす状態となっている資機材の修繕対応を10件行い、良好な状態を保った。
・活動に影響を及ぼす状態となっている消防水利の修繕対応を10件行い、良好な状態を保った。



・ 事業の見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

現状 人工 現状

・必要な法定点検及び修繕等を行うことで資機材及び消防水利を良好な状態で保持した。
・消防水利の土地賃貸借契約について、所有者に対し、消防水利の必要性を伝えるとともに、市基準額を上回っ
ている契約については減額交渉を行った。

大項目 現状 小項目 事業費

大項目 現状 小項目 - 事業費

現状 人工 現状

・はしご付消防自動車に係る梯子部分の分解点検業務の有無により、事業費が年度によって変わるものの、車
両・資機材・水利の維持管理事業を計画的に良好な状態で保持していく。
・引き続き未対応となっている消防水利の修繕及び民地にある消防水利の土地賃貸借契約を行い、消防水利の
適正な維持管理体制を推進していく。



03 05 04 01 03 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト

◇SDGsとの関連
・関連するゴール

・事業とゴールの関連性

7 1

事業シート （事業名） 消防防災施設等整備事業

令和元年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

003110000 警防課 猪又　正次 令和 元

消防車両及び消防用資機材を計画的に整備し、災害への即応体制を確保する。

○消防車両購入事業
・車両更新計画に基づき消防車両を更新する。
○消防用資機材整備事業
・消防隊及び救助隊の活動において必要な資機材を整備する。
・隊員の安全確保及び消防力の維持のため、消防用資機材を更新する。

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分 根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

主要
事業

－ ○

H27 H28 H29 H30 R1

S23 - 一般会計 自治事務（法令義務）
消防組織法第1条、消防力の

整備指針（告示）
－

337,068
決算 148,773 259,270 290,514 341,623事業費(千円) 予算 148,837 259,334 290,606 341,701

50,276
市債 54,900 120,700 216,900 214,100

国・県支出 50,687 94,014 54,056 119,142

その他 19,063

一般会計繰入金
一般財源 24,123 44,556 19,558 222,481 72,692

人件費　(千円) 21,000 21,000 14,000 14,000 11,900
人件費(報酬等) (千円)

人工

正規 3.0 3.0 2.0 2.0

再任用(h26)
非常勤

1.7
再任用(h31)

②飢餓 ⑪都市 ○ 11.5

ゴール ターゲット ゴール ターゲット
①貧困 ⑩不平等

④教育 ⑬気候変動
③保健 ⑫生産・消費

⑥水・衛生 ⑮陸上資源
⑤ジェンダー ⑭海洋資源

⑧成長・雇用 ⑰実施手段
⑦エネルギー ⑯平和

⑨イノベーション

消防車両及び消防用資機材を計画的に整備し、災害への即応体制を確保することで、災害による被害を軽減する。



03 05 04 01 03 年 月 日

◇事業の指標（R1：総合戦略最終年度、R4：重点戦略最終年度、R6：基本計画最終年度）

◇平成30年度の事業評価

・平成30年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

警防課 猪又　正次 令和 元 7 1令和元年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

003110000

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系
重点戦略項目No

H27～H30 R1～R4
車両更新台数（累計：台） -

R4 R6
目標値 5 10 15 20 25 40 50
年度 H27 H28 H29 H30 R1

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系
重点戦略項目No

H27～H30 R1～R4

実績値 6 11 18 21

消防用資機材整備率（単年：％）
年度 H27 H28 H29 H30 R1 R4 R6
目標値 100 100 100 100 100 100 100

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系
重点戦略項目No

H27～H30 R1～R4

実績値 88 91 96 98

年度 H27 H28 H29 H30 R1 R4 R6
目標値

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系
重点戦略項目No

H27～H30 R1～R4

実績値

年度 H27 H28 H29 H30 R1 R4 R6
目標値

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系
重点戦略項目No

H27～H30 R1～R4

実績値

年度 H27 H28 H29 H30 R1 R4 R6
目標値

実績値

○消防車両購入事業
・車両更新計画に基づき消防車両を更新した。
○消防用資機材整備事業
・機能に支障がある消防用資機材を更新した。
・地域の実情に応じた消防用資機材を整備した。
・隊員の安全を確保するため、隊員保護用資機材を整備した。

指標の達成度

計画通り

・はしご付消防自動車1台、水槽付消防ポンプ自動車2台の計3台を国庫補助事業を活用し、更新した。
・更新計画に基づき、消防ホース、空気ボンベ及び空気呼吸器等を更新した。



・ 事業の見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

現状 人工 現状

・国庫補助制度を活用し、既存の更新計画における市単独事業を補助事業化した。
・更新計画に基づき資機材の整備及び更新を行うことができた。

大項目 現状 小項目 事業費

大項目 改善 小項目 国・県補助金 財源創出 事業費

現状 人工 現状

・総務省や防衛省等の補助金の情報を集め、今後も車両購入事業の補助事業化に向けて検討を進めていく。
・引き続き更新計画に基づき消防ホース、空気ボンベ及び空気呼吸器等を更新していく。



03 05 04 01 04 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト

◇SDGsとの関連
・関連するゴール

・事業とゴールの関連性

7 1

事業シート （事業名） 地震対策消防水利整備事業

令和元年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

003110000 警防課 猪又　正次 令和 元

大規模地震発生時に予想される同時多発火災に備え、耐震性のある消防水利を設置し、消防隊、消防団及び自
主防災隊の消火活動の水源を確保する。

○耐震性貯水槽設置事業
・大規模地震発生時、水利不足により延焼拡大の恐れがある地域に、10年間で40基の耐震性貯水槽を設置し、
一定の安全性を確保する。その後は、維持管理体制を確立し、必要に応じたスポット整備を推進していく。
○防火井戸設置事業
・大規模地震発生時、水利不足により延焼拡大の恐れがある地域に、10年間で60基の防火井戸を設置し、一定
の安全性を確保する。その後は、維持管理体制を確立し、必要に応じたスポット整備を推進していく。

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分 根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

主要
事業

－ －

H27 H28 H29 H30 R1

S52 - 一般会計 自治事務（法令義務）
消防組織法第1条、消防法第20
条、消防水利の基準（告示）

－

70,473
決算 57,312 53,191 59,935 61,952事業費(千円) 予算 60,084 54,057 59,978 62,132

3,600
市債 41,300 30,100 38,500 18,000 66,200

国・県支出 5,466 21,593 17,960 17,960

その他 7,190

一般会計繰入金
一般財源 3,356 1,498 3,475 25,992 673

人件費　(千円) 13,300 13,300 12,600 12,600 10,500
人件費(報酬等) (千円)

人工

正規 1.9 1.9 1.8 1.8

再任用(h26)
非常勤

1.5
再任用(h31)

②飢餓 ⑪都市 ○ 11.5

ゴール ターゲット ゴール ターゲット
①貧困 ○ 1.5 ⑩不平等

④教育 ⑬気候変動 ○ 13.1
③保健 ⑫生産・消費

⑥水・衛生 ⑮陸上資源
⑤ジェンダー ⑭海洋資源

⑧成長・雇用 ⑰実施手段
⑦エネルギー ⑯平和

⑨イノベーション

耐震性のある消防水利を設置し、消防隊、消防団及び自主防災隊の消火活動の水源を確保することで、災害に
よる
被害を軽減する。



03 05 04 01 04 年 月 日

◇事業の指標（R1：総合戦略最終年度、R4：重点戦略最終年度、R6：基本計画最終年度）

◇平成30年度の事業評価

・平成30年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

警防課 猪又　正次 令和 元 7 1令和元年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

003110000

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系
重点戦略項目No

H27～H30 R1～R4
整備計画に対する地震対策消防水利設置基数（累計：基）

R4 R6
目標値 10 20 30 40 50 80 100
年度 H27 H28 H29 H30 R1

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系
重点戦略項目No

H27～H30 R1～R4

実績値 10 20 30 40

年度 H27 H28 H29 H30 R1 R4 R6
目標値

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系
重点戦略項目No

H27～H30 R1～R4

実績値

年度 H27 H28 H29 H30 R1 R4 R6
目標値

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系
重点戦略項目No

H27～H30 R1～R4

実績値

年度 H27 H28 H29 H30 R1 R4 R6
目標値

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系
重点戦略項目No

H27～H30 R1～R4

実績値

年度 H27 H28 H29 H30 R1 R4 R6
目標値

実績値

○耐震性貯水槽設置事業
・大規模地震発生時、水利不足により延焼拡大の恐れがある地域に、10年間で40基の耐震性貯水槽を設置し、
一定の安全性を確保する計画において、4基を設置した。
○防火井戸設置事業
・大規模地震発生時、水利不足により延焼拡大の恐れがある地域に、10年間で60基の防火井戸を設置し、一定
の安全性を確保する計画において、6基を設置した。

指標の達成度

計画通り

・10年で耐震性貯水槽40基、防火井戸60基の設置目標に対して、それぞれ耐震性貯水槽4基、防火井戸6基を設
置した。
・延焼危険性が高く、水利希薄地域において公有地を確保するのが困難である。



・ 事業の見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

現状 人工 現状

・大規模地震発生時において延焼危険性が高く、水利希薄地域の公園及び道路といった公有地を選定し、耐震
性のある消防水利の設置を行ったことで安全性の向上が図られた。

大項目 現状 小項目 事業費

大項目 現状 小項目 事業費

現状 人工 現状

・地震対策消防水利を設置し、安全性の確保に努めていく。その後は、維持管理体制を確立し、必要に応じたス
ポット整備を推進していく。



03 05 04 01 05 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト

◇SDGsとの関連
・関連するゴール

・事業とゴールの関連性

7 1

事業シート （事業名） 警防業務運営経費

令和元年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

003110000 警防課 猪又　正次 令和 元

・災害への即応体制を確保するため、消防業務を遂行するにあたり必要な免許･資格等を取得させる。
・安全運転に関する講習会へ職員を派遣し交通安全意識の向上を図る。

・安全運転管理者に安全運転管理定期講習会を受講させ、交通事故防止を図る。
・普通・中型・大型・はしご車の運転手（機関員）を養成し、交通事故防止を図る。
・救助活動等において瓦礫等の重量物を排除するためにクレーンや玉掛の資格を取得させる。
・海外派遣が想定される国際消防救助隊登録隊員に狂犬病の予防接種を行う。
・水難救助隊員に、法令に基づく健康診断（高気圧業務検診）を受診させる。
・水難救助業務を行う隊員に潜水士の資格を取得させる。

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分 根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

主要
事業

－ －

H27 H28 H29 H30 R1

H17 - 一般会計 自治事務（法令義務）
消防組織法第1条、道路交通

法第74条の3
－

1,780
決算 1,617 1,440 1,512 1,831事業費(千円) 予算 1,660 1,490 1,593 1,932

市債
国・県支出

その他

一般会計繰入金
一般財源 1,617 1,440 1,512 1,831 1,780

人件費　(千円) 7,000 6,300 34,300 41,300 35,700
人件費(報酬等) (千円)

人工

正規 1.0 0.9 4.9 5.9

再任用(h26)
非常勤

5.1
再任用(h31)

②飢餓 ⑪都市 ○ 11.5

ゴール ターゲット ゴール ターゲット
①貧困 ○ 1.5 ⑩不平等

④教育 ⑬気候変動 ○ 13.1
③保健 ⑫生産・消費

⑥水・衛生 ⑮陸上資源
⑤ジェンダー ⑭海洋資源

⑧成長・雇用 ⑰実施手段
⑦エネルギー ⑯平和

⑨イノベーション

災害への即応体制を確保するため、消防業務を遂行するにあたり必要な免許･資格等を取得させ、災害による被
害を軽減する。



03 05 04 01 05 年 月 日

◇事業の指標（R1：総合戦略最終年度、R4：重点戦略最終年度、R6：基本計画最終年度）

◇平成30年度の事業評価

・平成30年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

警防課 猪又　正次 令和 元 7 1令和元年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

003110000

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系
重点戦略項目No

H27～H30 R1～R4
普通・中型・大型・はしご機関員講習の受講者数（累計：人）

R4 R6
目標値 95 190 285 380 475 760 950
年度 H27 H28 H29 H30 R1

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系
重点戦略項目No

H27～H30 R1～R4

実績値 96 186 260 335

小型移動式クレーン受講者数（単年：人）
年度 H27 H28 H29 H30 R1 R4 R6
目標値 5 5 5 5 5 5 5

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系
重点戦略項目No

H27～H30 R1～R4

実績値 5 6 5 5

玉掛講習受講者数（単年：人）
年度 H27 H28 H29 H30 R1 R4 R6
目標値 5 5 5 5 5 5 5

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系
重点戦略項目No

H27～H30 R1～R4

実績値 5 5 5 5

年度 H27 H28 H29 H30 R1 R4 R6
目標値

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系
重点戦略項目No

H27～H30 R1～R4

実績値

年度 H27 H28 H29 H30 R1 R4 R6
目標値

実績値

・安全運転管理者に安全運転管理定期講習会を受講させ、交通事故防止を図った。
・普通・中型・大型・はしご車の運転手（機関員）を養成し、交通事故防止を図った。
・救助活動等において瓦礫等の重量物を排除するためにクレーンや玉掛の資格を取得させた。
・海外派遣が想定される国際消防救助隊登録隊員に狂犬病の予防接種を行った。
・水難救助隊員に、法令に基づく健康診断（高気圧業務検診）を受診させた。
・水難救助業務を行う隊員に潜水士の資格を取得させた。

指標の達成度

計画通り

・車両の運行に必要となる運転手（機関員）の養成（75人）を概ね計画どおり実施した。
・小型移動式クレーン・玉掛講習の受講（各5人）を計画どおり実施した。
・海外派遣が想定される国際消防救助隊登録隊員に狂犬病の予防接種（3人）を計画どおり行った。
・水難救助業務を行う隊員（17人）に、法令に基づく健康診断（高気圧業務検診）を受信させた。
・水難救助業務を行う隊員に潜水士の資格（1人）を取得させた。



・ 事業の見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

現状 人工 現状

・特殊な装備を有する車両の導入に必要となる運転資格及びクレーン・玉掛といった資格取得を計画的に行っ
た。

大項目 現状 小項目 事業費

大項目 現状 小項目 - 事業費

現状 人工 現状

・大型車並びにはしご付消防自動車の運転手（機関員）を養成すること、小型移動式クレーン・玉掛の資格取得
並びに潜水業務に必要な資格取得を継続実施すること、海外派遣が想定される国際消防救助隊に隊員を登録
する際に必要となる各種予防接種を行うことなどを計画的に継続実施していく。
・免許の種類に応じた車両の大きさ等を検討するとともに、他都市の動向などを情報収集し、機関員資格者の養
成方法の検討を行っていく。



03 05 04 01 06 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト

◇SDGsとの関連
・関連するゴール

・事業とゴールの関連性

7 1

事業シート （事業名） 国際イベント警備支援事業

令和元年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

003110000 警防課 猪又　正次 令和 元

６月に開催されるG２０大阪サミット及び９月に開幕するラグビーワールドカップ２０１９における消防特別警戒体制
に支援部隊として参加し、開催地における消防・救急体制を確保する。

消防組織法第３９条第２項に基づき応援協定を締結し、G２０大阪サミット及びラグビーワールドカップ２０１９にお
ける消防特別警戒体制に支援部隊として参加する。

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分 根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

主要
事業

－ －

H27 H28 H29 H30 R1

R1 R1 一般会計 自治事務（法令義務） 消防組織法第３９条 －

15,332
決算

事業費(千円) 予算

市債
国・県支出

その他

一般会計繰入金
一般財源 15,332

人件費　(千円) 700
人件費(報酬等) (千円)

人工

正規

再任用(h26)
非常勤

0.1
再任用(h31)

②飢餓 ⑪都市

ゴール ターゲット ゴール ターゲット
①貧困 ⑩不平等

④教育 ⑬気候変動
③保健 ⑫生産・消費

⑥水・衛生 ⑮陸上資源
⑤ジェンダー ⑭海洋資源

⑧成長・雇用 ⑰実施手段
⑦エネルギー ⑯平和

⑨イノベーション



03 05 04 01 06 年 月 日

◇事業の指標（R1：総合戦略最終年度、R4：重点戦略最終年度、R6：基本計画最終年度）

◇平成30年度の事業評価

・平成30年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

警防課 猪又　正次 令和 元 7 1令和元年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

003110000

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系
重点戦略項目No

H27～H30 R1～R4
消防特別警戒体制達成率（%）

R4 R6
目標値 100
年度 H27 H28 H29 H30 R1

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系
重点戦略項目No

H27～H30 R1～R4

実績値

年度 H27 H28 H29 H30 R1 R4 R6
目標値

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系
重点戦略項目No

H27～H30 R1～R4

実績値

年度 H27 H28 H29 H30 R1 R4 R6
目標値

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系
重点戦略項目No

H27～H30 R1～R4

実績値

年度 H27 H28 H29 H30 R1 R4 R6
目標値

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系
重点戦略項目No

H27～H30 R1～R4

実績値

年度 H27 H28 H29 H30 R1 R4 R6
目標値

実績値

平成３０年度は事業なし。

指標の達成度

平成３０年度は事業なし。



・ 事業の見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

人工

平成３０年度は事業なし。

大項目 現状 小項目 事業費

大項目 小項目 事業費

縮小 人工 縮小

　G２０大阪サミット及びラグビーワールドカップ２０１９終了をもって、事業費及び人工は今後不要となる。
　政府が主催し、関係省庁が関わる消防特別警戒体制に支援部隊として参加することで、今後開催が見込まれ
る大規模イベントへ消防機関として従事する際の安全確保に活かしていく。



03 05 04 02 年 月 日

（総合計画体系）

・

・

・

◇政策の概要

◇政策のコスト（千円）
予算
決算

人件費（A）
報酬（B）
年間経費(予算又は決算+A+B)

◇政策の指標

◇平成30年度の政策評価（政策の概要）

◇平成30年度の政策評価（政策の進捗・課題）

人

分

単位

人

応急手当講習受講者のうち修了証等を発行する

講習の受講者数

早期に治療が必要な重症以上の傷病者を病院

に収容するまでの平均所要時間

政策指標

救急車に乗務する救急救命士の数 103

9,000
6,752
116
95

7,158
116
97

実績
目標

実績
目標

9,000

120

9,000

30

6,204
120
115

9,000

134,677
136,886

31
30

H27 H28 H29 H30

30
33

30
32

30
31実績

目標

年度

30

R6
目標値

197,928

163,735149,026
168,470
170,960

148,128
43,000
134,353
135,537

高規格救急自動車等の整備、救急救命士や救急有資格者の養成と再教育（病院実習）、医療機関との連携強
化を図り、適正な救命処置と迅速な救急搬送を行うほか、市民と協働して救命効果の向上を図り、「自分の命と
財産を自分で守る意識の向上」を目指す政策の一翼を担った。

＜進捗＞ 遅れている
・早期に治療が必要な重症（長期入院）以上の傷病者は33分で病院収容している。前年と比べると、救急件数が410件、搬送
人員が1,094人増加しているおり、政策の指標目標の30分には至っていない。
・応急手当講習の修了証等を発行する受講者数が、6,204人で政策の指標目標(9,000人）には至っていない。
・受講者数を増加させるためにインターネットを活用したｅーラーニング講習や短時間で必要な手技を習得できる救命入門コー
スを取り入れ受講者数の拡大を図ることが必要である。
・芳川救急隊の増隊（平成30年4月）及び高規格救急自動車等の更新、救急救命士や救急有資格者の養成及び再教育（病院
実習）を実施し、救急活動の質の向上が図られているが、さらに救急救命士の養成が必要である。

177,353

49,800

219,870

51,400

173,077 213,535

49,80038,400

R1

9,000
8,362
116138

9,000

（予算費目名） 救急業務費

「分野」 安全・安心・快適

30年後の姿 どこでも安全、いつまでも安心、持続可能で快適なまちになっている。

　高規格救急自動車等の整備、救急救命士や救急有資格者の養成と再教育、医療機関との連携強化を進め、
適正な救命処置と迅速な救急搬送を行うほか、市民と協働して救命効果の向上を図り、「自分の命と財産を自
分で守る意識の向上」を目指す。

R1

10年後の目標 災害、事故などの危険から、自分の命と財産を自分で守る意識を身に付けている。

地域包括ケアが機能し、各組織が連携した街づくりが進展している。

◆基本政策 いつでも、どこでも、迅速的確に対応する消防・救急体制づくり

H30H29H28H27

警防課 内藤　康弘 令和 元 7 1

政策シート （政策名） 通信・指令体制、救急体制、航空消防体制、消火・救助体制の充実強化

令和元年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

003110000

◇関連するSDGsのゴール
①貧困 ⑪都市 ⑬気候変動



03 05 04 02 年 月 日

◇政策実現のために実施する事業一覧

※人工単価（千円）正規7,000 再任用(h31)3,600 再任用(h26)2,600 非常勤2,800

計 213,535 163,735 5.2 3.0 1.0

24

25

23

21

22

20

19

18

17

16

15

14

13

12

11

10

9

8

7

6

5

4

3

3.0 1.0

2

1 救急体制整備事業 ○ 213,535 163,735 5.2

事業名
総
合
戦
略

重
点
戦
略

主
要
事
業

完
了

コスト
（千円）

事業費
（千円）

人工
報酬
（千円）

正規
再任用
(31h)

再任用
(26h) 非常勤

令和元年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

003110000 警防課 内藤　康弘 令和 元 7 1



03 05 04 02 01 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト

◇SDGsとの関連
・関連するゴール

・事業とゴールの関連性

5.2 5.2 5.2
2.0

3.0 1.0 1.0
2.0 3.0 3.0

4.0
38,400 43,000 51,400 49,800 49,800

59,053 64,424 148,128 57,758

75,300 45,100 59,600

H30

134,353 168,470 148,128
58,946 46,377

人工

正規
再任用(h31)

4.0

人件費(報酬等) (千円)
人件費　(千円)

非常勤
再任用(h26) 4.0 3.0

事業費(千円) 予算
決算

－ ○

H27

S22

一般財源
一般会計繰入金

その他
76,900

国・県支出
市債

57,777

134,677

R1
136,886 135,537 170,960 149,026 163,735

H28 H29

- 一般会計 自治事務（法令義務）
消防組織法第1条、消防法第

7章の2
－

（基準日）

重点
戦略

主要
事業

・市民への安全で安心な救急搬送を確保するため、救急自動車や高度救命資機材の更新及び整備をする。
・適正な救急活動を行うため救急救命士及び救急有資格者を養成する。
・病院到着前の救護体制を強化し、救命効果の向上や傷病者の後遺症の軽減を図り、救急活動の質の向上を目指す。
・救急現場に居合わせた人による応急手当実施率の向上を図る。

003110000 警防課 内藤　康弘 令和 元 7

○救急高度化推進整備事業
・更新基準に基づき、高規格救急自動車や高度救命資機材の更新及び整備を図る。
・救急救命研修所へ職員を派遣し救急救命士を養成する。
・県消防学校救急科へ職員を派遣し救急隊員を養成する。
・新たな特定行為である拡大2処置の認定救命士を養成し、病院到着前の救護体制を充実強化する。
・指導救命士を養成し、救急救命士を含めた救急隊員の教育研修を実施し、救急活動の質の向上を図る。
○応急手当普及啓発事業
・救命リレーの第1走者となる市民への救命講習等応急手当普及啓発活動を実施する。

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分 根拠法令等
総合
戦略

事業シート （事業名） 救急体制整備事業

令和元年度
（管理番号） （担当課）

1
（責任者）

⑨イノベーション

適正な救急体制を整備することで、災害による被害を軽減する。

⑯平和
⑰実施手段

⑥水・衛生
⑦エネルギー
⑧成長・雇用

③保健

⑤ジェンダー
④教育 13.1○

⑮陸上資源
⑭海洋資源
⑬気候変動
⑫生産・消費

ゴールターゲットゴール ターゲット
1.5①貧困 ⑩不平等○

11.5⑪都市 ○②飢餓



03 05 04 02 01 年 月 日

◇事業の指標（R1：総合戦略最終年度、R4：重点戦略最終年度、R6：基本計画最終年度）

◇平成30年度の事業評価

・平成30年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

R6

003110000 警防課 内藤　康弘 令和 元

H28 H29 H30 R1 R4

令和元年度
（管理番号）

220 228 234

救急車に乗務する救急隊員の数（人）

目標値

年度

H28

6,752

H29 H30 R1 R4

○救急高度化推進整備事業
・芳川救急隊の増隊（平成30年4月）及び、更新基準に基づき、高規格救急自動車や高度救命資機材の更新及
び整備を図った。
・救急救命研修所へ職員を派遣し救急救命士を養成した。
・県消防学校救急科へ職員を派遣し救急隊員を養成した。
・新たな特定行為である拡大2処置の認定救命士を養成し、病院到着前の救護体制を強化した。
・指導救命士を養成し、救急救命士を含めた救急隊員の教育研修を実施し、救急活動の質の向上を図った。
○応急手当普及啓発事業
・救命リレーの第1走者となる市民への応急手当普及啓発活動を実施した。

（担当課） （責任者） （基準日）

7 1

R6

8,362 6,204

総合戦略施策体系
R1～R4

重点戦略項目No

R6H30

年度

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

応急手当講習受講者のうち修了証等を発行する講習の受講者数（人）

30
32 31 33
30 30 30

R1年度 H27
-

H28 H29

救急車に乗務する救急救命士の数（人）

R4

H27

30
31

目標値

97

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系
重点戦略項目No

目標値 116 128 138
95
116 116 120 120

103 115

H27～H30 R1～R4

年度 H27 H28 H29 H30 R1

実績値 178 188 197 213

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系
重点戦略項目No

H27～H30 R1～R4

R4 R6

重点戦略項目No
H27～H30 R1～R4

R1～R4H27～H30
重点戦略項目No

30

早期に治療が必要な重症以上の傷病者を病院に収容するまでの平均所要時間（分）

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系

総合戦略施策体系

-

30
H27

実績値

実績値

遅れている

・早期に治療が必要な重症（長期入院）以上の傷病者は33分で病院収容している。前年と比べると、救急件数が
410件、搬送人員が1,094人増加しているが指標目標の30分には至っていない。
・応急手当講習の修了証等を発行する受講者数が、6,204人である。指標目標（9,000人）には至っていない。日本
救急医療財団のＡＥＤマップによると平成30年3月現在の市内のＡＥＤ設置数は1,800台である。市民が連携してＡ
ＥＤを用いた応急手当を実施するには5人（119番通報1人、ＡＥＤ操作1人、心肺蘇生2人、群衆整理1人）が最低
限必要であるため、1台のＡＥＤに対して年間5人の受講者を目標とする。受講者数を増加させるため、インター
ネットを活用したｅーラーニング講習や救命入門コースを新たに取り入れ受講対象の拡大を図っている。
・芳川救急隊の増隊（H30.4）及び高規格救急車の更新、救急救命士と救急隊員の養成、再教育（病院実習）を実
施した。

指標の達成度

目標値 9,000
実績値 7,158

H27～H30

年度 H27 H28 H29 H30 R1 R4 R6
目標値 210 210 210 220

実績値

9,000 9,000 9,000 9000 9000 9,000



・ 事業の見直し
実施結果

/

今後の方向性

/
・市民への安全で安心な救急搬送を確保するため、更新基準に基づき、高規格救急自動車を更新する。
・救急救命士を令和2年度末までに採用を含め120人以上を目標に養成し、合わせて救急隊員各隊10人以上を
目途に養成を実施し救急活動の質の向上を図る。その後は救急救命士が常時2人配置できるよう１隊に6人を計
画し救急活動の質の向上を図る。・修了証等を発行する講習受講者数を指標に設定する。・市民の緊急度判定
を支援するツールとして全国版救急受診アプリQ助の広報及び普及をさらに図る。

事業費 現状 人工 現状

大項目 現状

・市民への安全で安心な救急搬送を確保するため、更新基準に基づき、芳川救急隊を増隊（H30.4）し高規格救
急車３台を更新した。
・医師の指示により適切に救命処置を行うため、救急救命士の養成、再教育を実施し、また適正な救急活動を行
うため救急隊員の養成を実施し救急活動の質の向上を図った。
・市民への救命講習等応急手当普及啓発活動を実施した。

大項目 現状

事業費 現状 人工 現状

小項目

小項目 -



03 05 04 03 年 月 日

（総合計画体系）

・

・

◇政策の概要

◇政策のコスト（千円）
予算
決算

人件費（A）
報酬（B）
年間経費(予算又は決算+A+B)

◇政策の指標

◇平成30年度の政策評価（政策の概要）

◇平成30年度の政策評価（政策の進捗・課題）

人

回

単位

安全運航体制の強化【操縦士計器飛行証明取
得】（人数）

訓練実施回数（単年）

政策指標

実績
目標

実績
目標

0

130

140,269
142,822

192
130

H27 H28 H29 H30

130
88

130
175

130
186実績

目標

年度

1,300

R6
目標値

251,422

214,908180,585
213,042
213,847

180,022
84,000
126,574
127,871

操縦士１名での体制の中、消防ヘリコプターの機動力・有効性を発揮して、各種災害に対応し被害の軽減にあ
たったが、長野県消防防災ヘリ及び群馬県防災ヘリの墜落事故を受け、更なる安全運航体制確立の観点から
10月より操縦士２名体制を確保できるまでの間運航休止とした。

＜進捗＞ 計画通り
・消防ヘリによる訓練（自隊訓練84回と関係機関合同訓練4回 合計88回）と各種研修を行い、機動力と迅速性を
十分に活用して市民の生命、財産を災害による被害を軽減することができた。
・運航休止後は、地上での訓練（操縦士41回、整備士43回、救急救助員57回　合計141回　※上記指標の訓練
実施回数には含めない。）を行い、技量の維持及び向上に努めた。

210,574

71,400

291,442

78,400

224,269 286,308

71,40084,000

R1

3

（予算費目名） 航空業務費

「分野」 安全・安心・快適

30年後の姿 どこでも安全、いつまでも安心、持続可能で快適なまちになっている。

航空消防体制を充実強化させ、消防ヘリコプターの機動力を発揮して、各種災害に対応し被害の軽減を図る。

R1

10年後の目標 災害、犯罪、事故などの危険から、自分の命と財産を自分で守る意識を身に付けている。

居住エリアの集約化などが進み、コンパクトなまちづくりが進んでいる。

◆基本政策 いつでも、どこでも、迅速的確に対応する消防・救急体制づくり

H30H29H28H27

警防課 猪又　正次 令和 元 7 1

政策シート （政策名） 通信・指令体制、救急体制、航空消防体制、消火・救助体制の充実強化

令和元年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

003110000

◇関連するSDGsのゴール
①貧困 ⑪都市 ⑬気候変動



03 05 04 03 年 月 日

◇政策実現のために実施する事業一覧

※人工単価（千円）正規7,000 再任用(h31)3,600 再任用(h26)2,600 非常勤2,800

計 286,308 214,908 10.2

24

25

23

21

22

20

19

18

17

16

15

14

13

12

11

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 消防航空隊運営事業 ○○ 286,308 214,908 10.2

事業名
総
合
戦
略

重
点
戦
略

主
要
事
業

完
了

コスト
（千円）

事業費
（千円）

人工
報酬
（千円）

正規
再任用
(31h)

再任用
(26h) 非常勤

令和元年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

003110000 警防課 猪又　正次 令和 元 7 1
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◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト

◇SDGsとの関連
・関連するゴール

・事業とゴールの関連性

11.2 10.2 10.212.0
84,000 84,000 78,400 71,400 71,400

126,301 130,740 144,814 214,907
405 273 502 408 1

81,800 34,800

H30

126,574 213,042 180,022

人工

正規
再任用(h31)

12.0

人件費(報酬等) (千円)
人件費　(千円)

非常勤
再任用(h26)

事業費(千円) 予算
決算

○ ○

H27

H21

一般財源
一般会計繰入金

その他

国・県支出
市債

139,864

140,269

R1
142,822 127,871 213,847 180,585 214,908

H28 H29

- 一般会計 自治事務（法令義務） 消防組織法 －

（基準日）

重点
戦略

主要
事業

消防ヘリコプターの効果的な活用により、救急を含む市内全域の災害に対し被害の軽減を図る。

003110000 警防課 猪又　正次 令和 元 7

【H27-H30重点戦略項目No.99】
・大規模災害時における消防、防災ヘリコプター応援機の受入体制を構築するとともに、活動体制の強化を図
る。
・消防ヘリコプターを活用し、林野火災における空中消火、水難・山岳事案における捜索、救助及び遠距離救急
搬送などの消防活動を展開する。
・消防ヘリコプター、消防へリポート施設等の運営及び維持管理を行う。

【R1-R4重点事項項目No.170】
・悪天候により視界不良となった場合においても飛行継続及び回避行動を可能とするため、操縦士に計器飛行
証明を取得させ、安全運航体制の強化を図る。

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分 根拠法令等
総合
戦略

事業シート （事業名）消防航空隊運営事業

令和元年度
（管理番号） （担当課）

1
（責任者）

⑨イノベーション

消防ヘリコプターの安全運航かつ効果的な活用により、災害による被害を軽減する。

⑯平和
⑰実施手段

⑥水・衛生
⑦エネルギー
⑧成長・雇用

③保健

⑤ジェンダー
④教育 13.1○

⑮陸上資源
⑭海洋資源
⑬気候変動
⑫生産・消費

ゴールターゲットゴール ターゲット
1.5①貧困 ⑩不平等○

11.5⑪都市 ○②飢餓
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◇事業の指標（R1：総合戦略最終年度、R4：重点戦略最終年度、R6：基本計画最終年度）

◇平成30年度の事業評価

・平成30年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

R6

003110000 警防課 猪又　正次 令和 元

H28 H29 H30 R1 R4

令和元年度
（管理番号）

０ 1 3

安全運航体制の強化【操縦士計器飛行証明取得】（人数）

目標値

年度

H28

175

H29 H30 R1 R4
99

【重点戦略項目No.99】
・大規模災害時における消防、防災ヘリコプター応援機の受入れ体制を構築するとともに、活動体制の強化を
図った。
・消防ヘリコプターを活用し、林野火災における空中消火、水難・山岳事案における捜索、救助及び遠距離救急
搬送などの消防活動を展開したが、更なる安全運航体制確立の観点から10月より操縦士２名体制を確保できる
までの間運航休止とした。
・消防ヘリコプター、消防へリポート施設等の運営及び維持管理を行った。

（担当課） （責任者） （基準日）

7 1

R6

186 88

総合戦略施策体系
R1～R4

重点戦略項目No

R6H30

年度

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

訓練実施回数（単年：回）

1,500
600 889 979
600 900 1,200

R1年度 H27 H28 H29

消防・防災ヘリ応援機の受入れ体制の整備状況（％）

R4

H27

300
302

目標値

14

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系
重点戦略項目No

目標値 14
57
57 86 100

86 100

H27～H30 R1～R4

年度 H27 H28 H29 H30 R1

実績値

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系
重点戦略項目No

H27～H30 R1～R4

R4 R6

重点戦略項目No
H27～H30 R1～R4

R1～R4H27～H30
重点戦略項目No

3,000

年間飛行時間（累計：時間）

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系

総合戦略施策体系

-

2,400
H27

実績値

実績値

遅れている

・10月より運航休止としたため、年間飛行時間の300H及び消防ヘリコプターによる訓練回数は目標値に達しな
かった。
・大規模災害時の受援体制について、消防ヘリポートを含む地上支援体制・活動拠点の強化を図った。
・他航空隊の受援計画の見直しは、消防局として検討する。航空隊としては他都市の状況等を調査研究や訓練
を重ね課題等の洗い出しを図っていく。

指標の達成度

目標値 130
実績値 192

H27～H30

170
年度 H27 H28 H29 H30 R1 R4 R6
目標値

実績値

130 130 130 130 130 130



・ 事業の見直し
実施結果

/

今後の方向性

/
・操縦士２名での運航体制の構築を図る。
・安全運航体制を強化するために、操縦士は計器飛行証明を取得する。
・円滑な受援体制を維持していく。
・消防ヘリコプター及び消防ヘリポート施設等の適切な維持管理と運営に努める。

人材育成 人材育成 事業費 拡大 人工 現状

大項目 現状

・出動基準に基づき、管内、管外へ合計５１件出動し迅速な対応が取れた。ただし10月から運航休止としたため
消防ヘリコプターでの活動は実施していない。
・消防ヘリコプター、消防ヘリポート施設等については適切に運営管理できた。

大項目 改善

- 事業費 現状 人工 現状

小項目

小項目 -



03 05 04 03 01 年 月 日

◇【R1～R4】事業工程表（No.：重点戦略項目No）

◇【H27～H30】事業工程表（No.：重点戦略項目No）

○○

補助シート

・A操縦士の座学訓練
・B操縦士の第２回目シ
ミュレーター訓練
・C操縦士の第１回目シ
ミュレーター訓練

・A操縦士の実機訓練・
国家試験受験、計器飛
行証明取得
・B操縦士の座学訓練
・C操縦士の第２回目シ
ミュレーター訓練

No.

令和元年度
（管理番号） （担当課） （責任者）

（事業名）消防航空隊運営事業

R1 R2 R3 R4

170

・A操縦士の第１回目シ
ミュレーター訓練

・A操縦士の第２回目シ
ミュレーター訓練
・B操縦士の第１回目シ
ミュレーター訓練

No. H27 H28 H29 H30

（基準日）
003110000 警防課 猪又　正次 令和 元 7 1

・地上支援体制の確立
（燃料保管体制）
・活動拠点の確立
（風向風速計設置）
・静岡県内航空消防相
互応援協定の見直し

・地上支援体制の確立
（ヘリポート内エプロン
の効率的な運用）
・活動拠点の確立
（航空用気象情報システ
ムのバージョンアップ）

・活動拠点の確立
（ヘリ動態管理システム
の導入）

99

・活動拠点（フォワード
ベース）となる離着陸場
の検討及び確保



03 05 04 04 年 月 日

（総合計画体系）

・

・

◇政策の概要

◇政策のコスト（千円）
予算
決算

人件費（A）
報酬（B）
年間経費(予算又は決算+A+B)

◇政策の指標

◇平成30年度の政策評価（政策の概要）

◇平成30年度の政策評価（政策の進捗・課題）

◇関連するSDGsのゴール
⑪都市

警防課 猪又　正次 令和 元 7 1

政策シート （政策名） 通信・指令体制、救急体制、航空消防体制、消火・救助体制の充実強化

令和元年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

003110000

R1

（予算費目名） 消防団車両費

「分野」 安全・安心・快適

30年後の姿 どこでも安全、いつまでも安心、持続可能で快適なまちになっている。

災害への即応体制を確保し、誰もが安全で安心して暮らせる社会を実現する。

R1

10年後の目標 災害、犯罪、事故などの危険から、自分の命と財産を自分で守る意識を身に付けている。

居住エリアの集約化などが進み、コンパクトなまちづくりが進んでいる。

◆基本政策 いつでも、どこでも、迅速的確に対応する消防・救急体制づくり

H30H29H28H27

79,768

1,400

76,294

1,400

63,573 105,921

1,4007,000

災害への即応体制を確保し、誰もが安全で安心して暮らせる社会を実現する政策の一翼を担った。

＜進捗＞ 計画通り
車両更新計画に基づき、また、車両の機能状態を調査した結果から更新する必要のある車両７台を購入更新し
た。

74,894
76,344

82,493
7,000
72,768
73,638

56,573
57,510

2
2

H27 H28 H29 H30

13
16

4
5

6
9実績

目標

年度

25

R6
目標値

83,893

104,52184,458

18
台

単位

車両更新台数(累計：台)

政策指標

実績
目標

実績
目標
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◇政策実現のために実施する事業一覧

※人工単価（千円）正規7,000 再任用(h31)3,600 再任用(h26)2,600 非常勤2,800

報酬
（千円）

正規
再任用
(31h)

再任用
(26h) 非常勤

令和元年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

003110000 警防課 猪又　正次 令和 元 7 1

105,921 104,521 0.2

事業名
総
合
戦
略

重
点
戦
略

主
要
事
業

完
了

コスト
（千円）

事業費
（千円）

人工

2

1 消防団車両整備事業

4

3

6

5

8

7

10

9

12

11

14

13

16

15

18

17

20

19

21

22

23

計 105,921 104,521 0.2

24

25
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◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト

◇SDGsとの関連
・関連するゴール

・事業とゴールの関連性

ゴールターゲットゴール ターゲット
①貧困 ⑩不平等

11.5⑪都市 ○②飢餓

⑮陸上資源
⑭海洋資源
⑬気候変動
⑫生産・消費

⑯平和
⑰実施手段

⑥水・衛生
⑦エネルギー
⑧成長・雇用

③保健

⑤ジェンダー
④教育

⑨イノベーション

消防団車両を整備することで、災害への即応体制を確保し、誰もが安全で安心して暮らせる社会を実現する。

事業シート （事業名） 消防団車両整備事業

令和元年度
（管理番号） （担当課）

1
（責任者）

- 一般会計 自治事務（法令義務）
消防組織法第1条、道路運送

車両法
－

（基準日）

重点
戦略

主要
事業

災害への即応体制を確保し、誰もが安全で安心して暮らせる社会を実現する。

003110000 警防課 猪又　正次 令和 元 7

○消防団車両維持管理事業
・消防団車両の車検、点検及び修理を行い、常に良好な状態を保つ。
・消防団車両を調査し、機能状態を把握する。
・消防団車両の消耗品を購入し、適正な維持管理を行う。
○消防団車両購入事業
・車両更新計画に基づき消防団車両を更新する。

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分 根拠法令等
総合
戦略

事業費(千円) 予算
決算

－ －

H27

S23

一般財源
一般会計繰入金

その他
33,000

国・県支出
市債

23,573

56,573

R1
57,510 73,638 76,344 84,458 104,521

H28 H29

人工

正規
再任用(h31)

1.0

人件費(報酬等) (千円)
人件費　(千円)

非常勤
再任用(h26)

H30

72,768 74,894 82,493

48,300 52,200 61,400 79,900

7,000 7,000 1,400 1,400 1,400

24,468 22,694 21,093 24,621

0.2 0.2 0.21.0
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◇事業の指標（R1：総合戦略最終年度、R4：重点戦略最終年度、R6：基本計画最終年度）

◇平成30年度の事業評価

・平成30年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

目標値

実績値

H27～H30

年度 H27 H28 H29 H30 R1 R4 R6
目標値

実績値

指標の達成度

計画通り

・計画に基づき消防団車両を７台更新した。

実績値

重点戦略項目No
H27～H30 R1～R4

R1～R4H27～H30
重点戦略項目No

43

車両更新台数(累計：台)

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系

総合戦略施策体系

-

33
H27

実績値

年度 H27 H28 H29 H30 R1

実績値

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系
重点戦略項目No

H27～H30 R1～R4

R4 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系
重点戦略項目No

目標値

H27～H30 R1～R4

年度

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

18
5 9 16
4 6 13

R1年度 H27 H28 H29 R4

H27

2
2

目標値

（担当課） （責任者） （基準日）

7 1

R6

総合戦略施策体系
R1～R4

重点戦略項目No

R6H30

目標値

年度

H28 H29 H30 R1 R4

○消防団車両維持管理事業
・消防団車両の車検、点検及び修理を行い、常に良好な状態を維持した。
・消防団車両を調査し、機能状態を把握することに努めた。
・消防団車両の消耗品を購入し、適正な維持管理を行った。
○消防団車両購入事業
・車両更新計画に基づき消防団車両を更新した。

R6

003110000 警防課 猪又　正次 令和 元

H28 H29 H30 R1 R4

令和元年度
（管理番号）



・ 事業の見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

小項目 -大項目 現状

・車両更新計画に基づき、また、車両の機能状態を調査した結果から更新する必要のある７台を購入更新した。

大項目 現状

事業費 現状 人工 現状

小項目 事業費 現状 人工 現状

・今後も更新計画を軸として、配備される車両の機能状態の調査を継続して実施し、必要な事業を行っていく。
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（総合計画体系）

・

・

◇政策の概要

◇政策のコスト（千円）
予算
決算

人件費（A）
報酬（B）
年間経費(予算又は決算+A+B)

◇政策の指標

◇平成30年度の政策評価（政策の概要）

◇平成30年度の政策評価（政策の進捗・課題）

単位政策指標

実績
目標

実績
目標

69,977
81,419

H27 H28 H29 H30

実績
目標

年度
R6
目標値

83,440

99,78486,240
93,243
93,848

82,740
700

69,386
76,865

消防水利を充足させ、火災への即応体制を確保できた。

＜進捗＞ 計画通り

計画に従って消防水利を充足させ、火災への即応体制を確保できている。

70,086

700

93,943

700

70,677 100,484

700700

R1

（予算費目名） 水道会計支出金

「分野」 安全・安心・快適

30年後の姿 どこでも安全、いつまでも安心、持続可能で快適なまちになっている。

消防水利を充足させ、火災への即応体制を確保する。

R1

10年後の目標 災害、犯罪、事故などの危険から、自分の命と財産を自分で守る意識を身に付けている。

居住エリアの集約化などが進み、コンパクトなまちづくりが進んでいる。

◆基本政策 いつでも、どこでも、迅速的確に対応する消防・救急体制づくり

H30H29H28H27

警防課 猪又　正次 令和 元 7 1

政策シート （政策名） 通信・指令体制、救急体制、航空消防体制、消火・救助体制の充実強化

令和元年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

003110000

◇関連するSDGsのゴール
①貧困 ⑪都市 ⑬気候変動



03 05 04 06 年 月 日

◇政策実現のために実施する事業一覧

※人工単価（千円）正規7,000 再任用(h31)3,600 再任用(h26)2,600 非常勤2,800

計 100,484 99,784 0.1

24

25

23

21

22

20

19

18

17

16

15

14

13

12

11

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 水道事業会計負担金 100,484 99,784 0.1

事業名
総
合
戦
略

重
点
戦
略

主
要
事
業

完
了

コスト
（千円）

事業費
（千円）

人工
報酬
（千円）

正規
再任用
(31h)

再任用
(26h) 非常勤

令和元年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

003110000 警防課 猪又　正次 令和 元 7 1



03 05 04 06 01 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト

◇SDGsとの関連
・関連するゴール

・事業とゴールの関連性

0.1 0.1 0.10.1
700 700 700 700 700

69,386 93,243 82,740 99,784

H30

69,386 93,243 82,740

人工

正規
再任用(h31)

0.1

人件費(報酬等) (千円)
人件費　(千円)

非常勤
再任用(h26)

事業費(千円) 予算
決算

－ －

H27

S33

一般財源
一般会計繰入金

その他

国・県支出
市債

69,977

69,977

R1
81,419 76,865 93,848 86,240 99,784

H28 H29

- 一般会計 自治事務（法令義務）
消防法第20条、消防水利の
基準（告示）、水道法第24条

－

（基準日）

重点
戦略

主要
事業

消防水利を充足させ、火災への即応体制を確保する。

003110000 警防課 猪又　正次 令和 元 7

・消火栓の設置及び管理に要する経費を負担するため、水道事業会計へ負担金として支出する。
・当該工事場所への消火栓の必要性について、水道事業管理者と協議する。

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分 根拠法令等
総合
戦略

事業シート （事業名） 水道事業会計負担金

令和元年度
（管理番号） （担当課）

1
（責任者）

⑨イノベーション

消防水利を充足させ、火災への即応体制を確保することで、災害による被害を軽減する。

⑯平和
⑰実施手段

⑥水・衛生
⑦エネルギー
⑧成長・雇用

③保健

⑤ジェンダー
④教育 13.1○

⑮陸上資源
⑭海洋資源
⑬気候変動
⑫生産・消費

ゴールターゲットゴール ターゲット
1.5①貧困 ⑩不平等○

11.5⑪都市 ○②飢餓



03 05 04 06 01 年 月 日

◇事業の指標（R1：総合戦略最終年度、R4：重点戦略最終年度、R6：基本計画最終年度）

◇平成30年度の事業評価

・平成30年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

R6

003110000 警防課 猪又　正次 令和 元

H28 H29 H30 R1 R4

令和元年度
（管理番号）

目標値

年度

H28 H29 H30 R1 R4

・消火栓の設置及び管理に要する経費を負担するため、水道事業会計へ負担金として支出した。
・当該工事場所への消火栓の必要性について、水道事業管理者と協議した。

（担当課） （責任者） （基準日）

7 1

R6

総合戦略施策体系
R1～R4

重点戦略項目No

R6H30

年度

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

R1年度 H27 H28 H29 R4

H27

目標値

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系
重点戦略項目No

目標値

H27～H30 R1～R4

年度 H27 H28 H29 H30 R1

実績値

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系
重点戦略項目No

H27～H30 R1～R4

R4 R6

重点戦略項目No
H27～H30 R1～R4

R1～R4H27～H30
重点戦略項目No

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系

総合戦略施策体系

-
H27

実績値

実績値

計画通り

・消火栓の設置及び管理に要する経費を負担するため、水道事業会計へ負担金として支出した。
・当該工事場所への消火栓の必要性について、水道事業管理者と協議した。

指標の達成度

目標値

実績値

H27～H30

年度 H27 H28 H29 H30 R1 R4 R6
目標値

実績値



・ 事業の見直し
実施結果

/

今後の方向性

/
・水道事業会計への経費負担及び水道事業管理者との協議を行い、消防水利を充足させ火災への即応体制を
確保していく。

事業費 現状 人工 現状

大項目 現状

・消火栓の設置及び管理に要する経費を負担するため、水道事業会計へ負担金として支出した。
・当該工事場所への消火栓の必要性について、水道事業管理者と協議した。

大項目 現状

事業費 現状 人工 現状

小項目

小項目 -



03 05 04 07 年 月 日

（総合計画体系）

・

・

◇政策の概要

◇政策のコスト（千円）
予算
決算

人件費（A）
報酬（B）
年間経費(予算又は決算+A+B)

◇政策の指標

◇平成30年度の政策評価（政策の概要）

◇平成30年度の政策評価（政策の進捗・課題）

◇関連するSDGsのゴール
①貧困 ⑪都市 ⑬気候変動

情報指令課 内田　守彦 令和 元 7 1

政策シート （政策名） 通信・指令体制、救急体制、航空消防体制、消火・救助体制の充実強化

令和元年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

003115000

R1

（予算費目名） 情報指令費

「分野」 安全・安心・快適

30年後の姿 どこでも安全、いつまでも安心、持続可能で快適なまちになっている。

○消防情報通信ネットワーク事業
　あらゆる緊急通報に迅速・的確に対応し、効率的かつ効果的な消防部隊運用を図るため、指令管制システム
を中核とする消防情報システムの継続的な保守体制の確立と消防救急デジタル無線の効率的な運用、高所監
視カメラの更新及び設置を行うとともに、ICT新技術の調査・研究を行い、指令業務の体制強化を進める。

R1

10年後の目標 災害、犯罪、事故などの危険から、自分の命と財産を自分で守る意識を身に付けている。

居住エリアの集約化などが進み、コンパクトなまちづくりが進んでいる。

◆基本政策 いつでも、どこでも、迅速的確に対応する消防・救急体制づくり

H30H29H28H27

356,838

219,520

391,488

221,080

377,926 442,744

219,520204,040

○消防情報通信ネットワーク事業
　あらゆる緊急通報に迅速・的確に対応し、効率的かつ効果的な消防部隊運用を図るため、指令管制システム
を中核とする消防情報システムの継続的な保守体制の確立とICT新技術の調査・研究を行い、指令業務の体制
強化を進めた。

＜進捗＞ 計画通り
○消防情報通信ネットワーク事業
　指令管制システムを中核とする消防情報システムの保守点検等により、システムが正常に機能し、平成30年
の総受信件数50,579件に対する通報処理を行い、24時間365日の正常なシステム稼働と円滑な指令業務が遂
行できた。

170,408
180,562

489,764
202,080
154,758
160,232

173,886
178,229

1.2
2

H27 H28 H29 H30

2
1.1

2
1.2

2
1.2実績

目標

年度

2

R6
目標値

709,284

223,224495,917

2
分

単位

災害通報受付から出動指令までに要した時間

政策指標

実績
目標

実績
目標



03 05 04 07 年 月 日

◇政策実現のために実施する事業一覧

※人工単価（千円）正規7,000 再任用(h31)3,600 再任用(h26)2,600 非常勤2,800

報酬
（千円）

正規
再任用
(31h)

再任用
(26h) 非常勤

令和元年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

003115000 情報指令課 内田　守彦 令和 元 7 1

442,744 223,224 31.0

事業名
総
合
戦
略

重
点
戦
略

主
要
事
業

完
了

コスト
（千円）

事業費
（千円）

人工

0.7

2

1 消防情報通信ネットワーク事業 ○○

4

3

6

5

8

7

10

9

12

11

14

13

16

15

18

17

20

19

21

22

23

計 442,744 223,224 31.0 0.7

24

25



03 05 04 07 01 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト

◇SDGsとの関連
・関連するゴール

・事業とゴールの関連性

ゴールターゲットゴール ターゲット
1.5①貧困 ⑩不平等○

11.5⑪都市 ○②飢餓

13.1○

⑮陸上資源
⑭海洋資源
⑬気候変動
⑫生産・消費

⑯平和
⑰実施手段

⑥水・衛生
⑦エネルギー
⑧成長・雇用

③保健

⑤ジェンダー
④教育

⑨イノベーション

　市民や浜松市を訪れた人々が、誰でも同様な消防行政のサービスを受けることができるよう、災害への適応能
力の強化などに対応するＩＣＴ技術の活用や、様々な情報通信技術に対する情報収集を行うとともに、消防指令
センター機器を最大限に活用し、１１９番通報から指令管制業務までの迅速で確実な対応を行い、災害被害の軽
減に努めることが目標である。

事業シート （事業名） 消防情報通信ネットワーク事業

令和元年度
（管理番号） （担当課）

1
（責任者）

－ 一般会計 自治事務（法令義務） 消防組織法・消防法 －

（基準日）

重点
戦略

主要
事業

　市民等からの緊急通報の受付部門として、迅速・的確な受付け処理と指令管制を行うなどの総合的な情報管
理体制を確立することで、災害等による被害の軽減を図る。

003115000 情報指令課 内田　守彦 令和 元 7

【R1-R4重点戦略項目№171】
・高所監視カメラの更新及び新規設置を行い、災害情報収集体制の強化を図る。
○消防指令センター機能維持管理事業
・指令管制システムを中核とする消防情報システム、消防・救急デジタル無線システムの効率的な運用及び維持
管理を行い、迅速・的確な119番通報受付け処理と指令管制により、災害被害の軽減に努める。
・緊急を要しない通報の軽減を広く呼びかける。
・高所監視カメラ及びヘリテレ（以下、「高所監視カメラ等」という。）による情報収集と出動隊への情報提供など、
映像情報を災害活動に活用する。地震等大規模災害発生時には、高所監視カメラ等による津波警戒監視、被害
の情報等を市危機管理センター及び県へ早期に配信し、情報の共有を図る。
・署所、車両等に配備したデジタル無線機器等に対し整備した要綱等に基づき、効率的な運用の徹底を図る。
○消防情報・消防OA基盤整備事業
・消防OAシステム、情報基盤の維持、調査・研究により、情報通信管理の体制確立と高度情報化の進捗への対
応を図る。

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分 根拠法令等
総合
戦略

事業費(千円) 予算
決算

○ ○

H27

H19

一般財源
一般会計繰入金

その他

国・県支出
市債

173,886

173,886

R1
178,229 160,232 180,562 495,917 223,224

H28 H29

人工

正規
再任用(h31)

29.0

人件費(報酬等) (千円)
人件費　(千円)

非常勤
再任用(h26) 0.4 0.3

H30

154,758 170,408 489,764

204,040 202,080 221,080 219,520 219,520

154,758 170,408 489,764 223,224

31.0 31.0 31.0
0.5

0.6
0.7 0.7 0.7

28.5



03 05 04 07 01 年 月 日

◇事業の指標（R1：総合戦略最終年度、R4：重点戦略最終年度、R6：基本計画最終年度）

◇平成30年度の事業評価

・平成30年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

18.3 17.5 14 14 14 14目標値 20
実績値 17.1

H27～H30

年度 H27 H28 H29 H30 R1 R4 R6
目標値

実績値

指標の達成度

計画通り

○消防指令センター機能維持管理事業
・指令管制システムを中核とする消防情報システムの適正な維持管理により、平成30年の災害等総受信件数
50,579件を処理し、迅速な指令業務の遂行ができた。
　また、消防音楽隊の派遣演奏や受付カウンター用椅子などを活用した広報により119番の適正な利用を呼びか
けることで、緊急を要しない通報が当初の目標の範囲を維持できた。
○消防情報・OA基盤整備事業
・他都市や関係機関との連携を図り、消防が必要とする情報・通信技術の調査・研究を行うことができた。
・消防業務用の携帯電話の更新等により情報基盤の維持や体制強化を行うことができた。

実績値

重点戦略項目No
H27～H30 R1～R4

R1～R4H27～H30
重点戦略項目No

－

100

消防情報システム並びに消防・救急デジタル無線システムの24時間365日の正常稼働達成率（％）

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系

総合戦略施策体系

-

100
H27

実績値

年度 H27 H28 H29 H30 R1

実績値

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系
重点戦略項目No

H27～H30 R1～R4

R4 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系
重点戦略項目No

目標値 100

H27～H30 R1～R4

年度

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

119番通報の総受信件数に占める、緊急を要しない通報件数割合（％）

100
100 100 100
100 100 100

R1年度 H27 H28 H29

情報収集体制強化率（％）

R4

H27

100
100

目標値

（担当課） （責任者） （基準日）

7 1

R6

14 14

総合戦略施策体系
R1～R4

重点戦略項目No

R6H30
－

目標値

年度

H28

16

H29 H30 R1
171

R4

○消防指令センター機能維持管理事業
・24時間365日体制の指令管制システムを中核とする消防情報システムと消防・救急デジタル無線システムの正
常稼働を維持し、迅速・的確な119番通報受付け処理と指令管制により、災害被害の軽減に努めた。
・緊急を要しない通報の軽減を広く呼びかけた。
・高所監視カメラ及びヘリテレ（以下、「高所監視カメラ等」という。）による情報収集と出動隊への情報提供など、
画像情報を災害活動に活用するとともに、大規模災害発生時（地震災害等）には、高所監視カメラ等による津波
警戒監視、被害状況等の情報を市危機管理センター及び県へ早期に配信し、情報を共有する体制の維持に努
めた。
○消防情報・OA基盤整備事業
・他都市や関係機関との連携により消防が必要とする情報・通信技術の調査・研究を行った。
・消防業務用の携帯電話の更新等により情報基盤の維持、体制強化を図った。

R6

003115000 情報指令課 内田　守彦 令和 元

H28 H29 H30 R1 R4

令和元年度
（管理番号）



・ 事業の見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

小項目 統合・再構築大項目 改善

・指令検定試験を実施し、指令管制技術やシステム機能に関する知識、技能の強化を図ることができた。
・消防・救急デジタル無線に関して、地域調査によりデジタル無線の不感や輻輳などの分析結果を周波数の増波
に反映することができた。

大項目 改善

事業費 拡大 人工 現状

小項目 収集・分析 人材育成 事業費 拡大 人工 現状

・前年度に引き続き、指令管制システムの機能をより有効に活用していくため、指令検定試験を行い、指令管制
員の知識及び実技の強化を図る。
・他都市や関係機関へのヒアリングなど、積極的な情報収集と調査分析を行い、今後の各更新事業への反映を
図る。
・関係部局との連携を図り、関連機器の状況に応じた維持管理や調達を図る。
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◇【R1～R4】事業工程表（No.：重点戦略項目No）

◇【H27～H30】事業工程表（No.：重点戦略項目No）

○○

○○

No. H27 H28 H29 H30

（基準日）
003115000 情報指令課 内田　守彦 令和 元 7 1令和元年度

（管理番号） （担当課） （責任者）

（事業名）消防情報通信ネットワーク事業

R1 R2 R3 R4

171

既設高所監視カメラ（ア
クト）の更新及び太平洋
富士見平無線中継局鉄
塔への新規高所監視カ
メラの設置

○○

補助シート

No.
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（総合計画体系）

・

・

◇政策の概要

◇政策のコスト（千円）
予算
決算

人件費（A）
報酬（B）
年間経費(予算又は決算+A+B)

◇政策の指標

◇平成30年度の政策評価（政策の概要）

◇平成30年度の政策評価（政策の進捗・課題）

◇関連するSDGsのゴール
①貧困 ⑪都市 ⑬気候変動

情報指令課 内田　守彦 令和 元 7 1

政策シート （政策名） 通信・指令体制、救急体制、航空消防体制、消火・救助体制の充実強化

令和元年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

003115000

R1

（予算費目名） 消防団無線費

「分野」 安全・安心・快適

30年後の姿 どこでも安全、いつまでも安心、持続可能で快適なまちになっている。

　地域防災の要である消防団の無線を良好な状態に保ち、適正な維持管理を行うことにより迅速・確実な災害
対応を図る。

R1

10年後の目標 災害、犯罪、事故などの危険から、自分の命と財産を自分で守る意識を身に付けている。

居住エリアの集約化などが進み、コンパクトなまちづくりが進んでいる。

◆基本政策 いつでも、どこでも、迅速的確に対応する消防・救急体制づくり

H30H29H28H27

7,417

8,080

11,241

9,120

9,056 10,614

8,0805,420

　地域防災の要である消防団の災害における情報通信体制を常に良好な状態となるよう適正に維持管理する。

＜進捗＞ 計画通り

・良好な状態での無線機の維持ができ、災害現場で有効な活用が行われた。

2,121
2,128

1,497
5,260
2,157
2,339

3,636
3,830

100
100

H27 H28 H29 H30

100
100

100
100

100
100実績

目標

年度

100

R6
目標値

9,577

2,5342,337

100
％

単位

消防団無線の24時間365日正常稼働

政策指標

実績
目標

実績
目標
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◇政策実現のために実施する事業一覧

※人工単価（千円）正規7,000 再任用(h31)3,600 再任用(h26)2,600 非常勤2,800

報酬
（千円）

正規
再任用
(31h)

再任用
(26h) 非常勤

令和元年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （基準日）

003115000 情報指令課 内田　守彦 令和 元 7 1

10,614 2,534 1.0

事業名
総
合
戦
略

重
点
戦
略

主
要
事
業

完
了

コスト
（千円）

事業費
（千円）

人工

0.3

2

1 消防団無線事業

4

3

6

5

8

7

10

9

12

11

14

13

16

15

18

17

20

19

21

22

23

計 10,614 2,534 1.0 0.3

24

25
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◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト

◇SDGsとの関連
・関連するゴール

・事業とゴールの関連性

ゴールターゲットゴール ターゲット
1.5①貧困 ⑩不平等○

11.5⑪都市 ○②飢餓

13.1○

⑮陸上資源
⑭海洋資源
⑬気候変動
⑫生産・消費

⑯平和
⑰実施手段

⑥水・衛生
⑦エネルギー
⑧成長・雇用

③保健

⑤ジェンダー
④教育

⑨イノベーション

　市民や浜松市を訪れた人々が、誰でも同様な消防行政のサービスを受けることができるよう、自然災害をはじ
め各種災害に対する地域防災の要である消防団の使用する無線機を適正に維持管理し、常備消防と連携して、
迅速で確実な対応を行い、災害被害の軽減に努めることが目標である。

事業シート （事業名） 消防団無線事業

令和元年度
（管理番号） （担当課）

1
（責任者）

－ 一般会計 自治事務（法令義務）
電波法、電波法関係審査基

準等
－

（基準日）

重点
戦略

主要
事業

各種災害関係情報の収集及び伝達のため、消防団無線を良好な状態に維持する。

003115000 情報指令課 内田　守彦 令和 元 7

・消防団員が災害活動等において使用する無線機の機能を良好な状態とするため、修繕及び保守点検を実施す
る。
・常備消防波の傍受及び広範囲での無線通信を確保するため、消防団の無線機についても常備消防と並行して
進めたデジタル無線機の効率的な運用を図る。

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分 根拠法令等
総合
戦略

事業費(千円) 予算
決算

－ －

H27

H19

一般財源
一般会計繰入金

その他

国・県支出
市債

3,636

3,636

R1
3,830 2,339 2,128 2,337 2,534

H28 H29

人工

正規
再任用(h31)

0.7

人件費(報酬等) (千円)
人件費　(千円)

非常勤
再任用(h26) 0.2 0.4

H30

2,157 2,121 1,497

5,420 5,260 9,120 8,080 8,080

2,157 2,121 1,497 2,534

1.0 1.0 1.0
0.2

0.4
0.3 0.3 0.3

0.5



03 05 04 08 01 年 月 日

◇事業の指標（R1：総合戦略最終年度、R4：重点戦略最終年度、R6：基本計画最終年度）

◇平成30年度の事業評価

・平成30年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

100目標値 98
実績値 98

H27～H30

年度 H27 H28 H29 H30 R1 R4 R6
目標値

実績値

指標の達成度

計画通り

・消防団員が災害活動等において使用する無線機の機能を良好な状態で維持ができた。
・常備消防との通信及び広範囲での無線通信を確保するため、無線機の効率的な運用ができた。

実績値

重点戦略項目No
H27～H30 R1～R4

R1～R4H27～H30
重点戦略項目No

－

100

24時間365日の正常稼働達成率（％）

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系

総合戦略施策体系

-

100
H27

実績値

年度 H27 H28 H29 H30 R1

実績値

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系
重点戦略項目No

H27～H30 R1～R4

R4 R6

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系
重点戦略項目No

目標値

H27～H30 R1～R4

年度

主な事業活動・事業成果　指標（単位）

デジタル事業の進捗率（％）

100
100 100 100
100 100 100

R1年度 H27 H28 H29 R4

H27

100
100

目標値

（担当課） （責任者） （基準日）

7 1

R6

総合戦略施策体系
R1～R4

重点戦略項目No

R6H30
－

目標値

年度

H28

100

H29 H30 R1 R4

・消防団員が災害活動等において使用する無線機の機能を良好な状態とするため、修繕及び保守点検を実施し
た。
・常備消防との通信及び広範囲での無線通信を確保するため、消防団の無線機についても常備消防と並行して
進めたデジタル無線機の効率的な運用を図った。

R6

003115000 情報指令課 内田　守彦 令和 元

H28 H29 H30 R1 R4

令和元年度
（管理番号）



・ 事業の見直し
実施結果

/

今後の方向性

/

小項目 改修・更新大項目 改善

・修繕及び保守点検を効率的に実施し、無線機の運用を維持し、良好な状態で管理することができた。
・無線機の継続使用のため、再免許申請手続きを実施した。

大項目 現状

事業費 現状 人工 現状

小項目 その他 事業費 現状 人工 現状

・修繕および保守点検を実施し、無線機器を良好な状態で維持する。
・保守点検について無線機の運用を維持し、効率的に実施する。


